
東日本大震災復興特別会計歳入予算概算見積書

平 成 ３ １ 年 度

（現　金　収　入）

環　境　省



（第１表）

（単位：千円）

款・項・目 平成29年度 平成30年度 平成31年度 対前年度予算額 対29年度決算額 備　　　考

決  算  額 予  算  額 見  積  額 比較増△減額 比較増△減額

1600-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入

　　1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 2,222,175 527,941 430,789 △ 97,152 △ 1,791,386

2000-00 雑収入

　2001-00 雑収入 5,276,125 9,824,722 2,288,709 △ 7,536,013 △ 2,987,416

　　2001-01 労働保険料被保険者負担金 465 480 612 132 147

　　2001-02 公務員宿舎貸付料 38,252 37,874 37,704 △ 170 △ 548

　　2001-04 雑入 3,251,588 262,439 1,286,197 1,023,758 △ 1,965,391

　　2001-05 返納金 1,985,820 9,523,929 964,196 △ 8,559,733 △ 1,021,624

　　2001-06 独立行政法人原子力安全基盤機構資産承継収入 0 0 0 0 0

　2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入 566,695,032 325,165,217 494,865,155 169,699,938 △ 71,829,877

　　1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金 566,695,032 325,165,217 494,865,155 169,699,938 △ 71,829,877

計 574,193,332 335,517,880 497,584,653 162,066,773 △ 76,608,679

平　成　３ １　年　度　歳　入　予　算　概　算　見　積　額　総　括　表



（第２表）

（単位：千円）

款・項・目 事　　項 平成27年度 平成28年度 平成30年度 平成31年度 備　　考
決　算　額 決　算　額 予　算　額 決　算　額 予　算　額 見　積　額

1600-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入

　　1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入
｢東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法｣
第5条第1項の規定により地方公共団体が負担する負担金の受入見込
額を計上

467,727 595,315 2,564,284 2,222,175 527,941 430,789

2000-00 雑収入

　2001-00 雑収入 3,528,919 6,473,393 1,629,223 5,276,125 9,824,722 2,288,709

　　2001-01 労働保険料被保険者負担金 雇用保険料の立替支払いに伴い歳入に組入れる収入 1,037 716 871 465 480 612

　　2001-02 公務員宿舎貸付料 公務員宿舎の貸付収入 30,459 37,072 36,176 38,252 37,874 37,704

　　2001-04 雑入 特定の科目又は臨時の収入で他の科目で処理できないものの収入 272,732 334,272 156,181 3,251,588 262,439 1,286,197

　　2001-05 返納金 補助金等の精算による返納金収入 3,224,691 6,101,333 1,435,995 1,985,820 9,523,929 964,196

　　2001-06 独立行政法人原子力安全基盤機構資産承継収入
独立行政法人原子力安全基盤機構の解散に伴い資産を承継すること
による収入の受入見込額を計上 0 0 0 0 0 0

　2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入

　　1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電
所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に
関する特別措置法（平成23年法律第110号）第44条2項の既定による
回収金

304,148,469 613,751,965 128,168,749 566,695,032 325,165,217 494,865,155

計 308,145,115 620,820,672 132,362,256 574,193,332 335,517,880 497,584,653

平　成　３　１　年　度　歳　入　予　算　概　算　予　定　額　明　細　表

平成29年度



（第３表）

１６　環境省主管
前年度
予算額

平成31年度
見　積　額

千円 千円

1600-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 527,941 430,789

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 527,941 430,789

1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 527,941 430,789

2000-00 雑収入 334,989,939 497,153,864

　2001-00 雑収入 9,824,722 2,288,709

2001-01 労働保険料被保険者負担金 480 612

2001-02 公務員宿舎貸付料 37,874 37,704

2001-04 雑入 262,439 1,286,197

2001-05 返納金 9,523,929 964,196

2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入 325,165,217 494,865,155

1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金 325,165,217 494,865,155

合計 335,517,880 497,584,653

平成３１年度歳入予算概算見積額積算内訳書

見　　積　　額　　積　　算　　内　　訳款・項・目

　｢東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法｣第5条第1項の規定に
より地方公共団体が負担する負担金の受入により生じる収入である（地方公共団体との契
約実績から平成30年度の見込額を計上した）。

　国家公務員宿舎法の規定に基づき職員に宿舎を有償貸与したことにより生じる収入であ
る。平成30年4月～平成30年6月分の収入実績等を基礎として算出。

　平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出
された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成23年法律第110号）
第44条の規定による回収金である。平成27年度～平成29年度の収入実績を基礎として算
出。

平成27年度～平成29年度の収入実績等を基礎として算出。

平成27年度～平成29年度の収入実績等を基礎として算出。

　労働保険料の被保険者負担金の受入見込。平成30年4月～平成30年6月分の収入実績等を
基礎として算出。


